
1036

次号予告（第巻・第号）

原 著
統計的メタボリックシンドローム・シミュレータ
の開発………………………………圖師 誠，他

地域在住高齢者における認知症を伴う要介護認定
の心理社会的危険因子 AGESプロジェクト 3
年間のコホート研究………………竹田徳則，他

運転免許保有者の居眠り運転に関連する要因につ
いての検討…………………………駒田陽子，他

公衆衛生活動報告
千葉県基本健康診査データ収集システム確立事業
から得た特定健診への示唆………柳堀朗子，他

研究ノート
介護支援専門員の判断に基づく訪問看護必要者の
特徴および必要者における訪問看護利用の実態
と利用者・非利用者の比較………永田智子，他

連 載
健康と社会を科学するパブリックヘルス

……………………………………………木原正博

第回日韓地域看護学会共同学術集会のご案内

日 時2011年 7月17日（日)・7月18日（月）
会 場神戸市看護大学 神戸市西区学園西町3–4（市営地下鉄学園都市駅徒歩10分）
会 長金川克子（神戸市看護大学学長・教授）
主 催日本地域看護学会，韓国地域看護学会
メインテーマChallenge and Innovation on Community-Based Nursing
内 容基調講演，教育講演，シンポジウム，教育講演，市民公開講座，一般演題
一般演題募集申し込み受付期間 平成23年 1月11日（火)～平成23年 3月14日（月）

演題募集の領域

Public Health Nursing Home Health Care
Geriatric Nursing Family Health Nursing
Mental Health Nursing Health Promotion
Occupational Nursing School Health Nursing
Community Health Nursing Education Others Rural and Remote Nursing

参加費学会員23,000円（5月31日以前申し込み)・25,000円（6月 1日以降申込み），非学会員25,000円（5月30
日以前申込み)・28,000円（6月 1日以降申込み），学生（大学院生を除く）4,000円

参加申込方法第 2回日韓地域看護学会共同学術集会ホームページ http://square.umin.ac.jp/jkjcchn2/index.html
の「参加申し込み」画面にて，オンラインによるご登録をお願いします。詳細はホームページ
をご参照ください。

お問い合わせ先【第 2回日韓地域看護学会共同学術集会事務局】
〒651–2103 神戸市西区学園西町3–4 神戸市看護大学 地域・在宅看護学分野

E-mail: jkjcchn2＠tr.kobe-ccn.ac.jp
FAX078–794–8434
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この度，投稿規定を改正しましたのでご報告いたしま
す。前回（2008年 1月）の改正は，本誌が B5版から
A4版に変更されたことに伴うものでした。今回の改正
は，編集委員会で半年近く議論を重ね，10月の委員会で
決定したものです。今月号に改正した投稿規定を掲載し
ておりますので，これから投稿される方はぜひご一読く
ださい。
主要な変更内容は以下のとおりです。第一に，投稿原

稿の種類を 1つ増やし，新たに「研究ノート」を設けま
した。正確に言うと，従来の「資料」を，「研究ノート」
と「資料」に分けることにしました。「研究ノート」は
公衆衛生上重要な調査・分析に関する報告，「資料」は
公衆衛生上有用な資料と再定義しました。たしかに資料
という言葉は多くのものを包含していますが，その分類
だけでは，長い時間や多くの人手をかけて調査を行い，
綿密な分析を行った成果の報告を表すものとしては不十
分であったという判断からです。今月号の掲載論文よ
り，著者の同意を得て，新しい分類を適用していますの
で，参考にしていただければと思います。第二の変更点
として，英文抄録の記載方法を具体的に示しました（第
7項 9）。第三に，研究の倫理的配慮の指針として，文部
科学省・厚生労働省「疫学研究に関する倫理指針」を明
示しました（第 7項10）。第四に，文献の記載様式につ
いて，雑誌名の略名に関する取扱いを明確にし（第 7項
12），インターネットのサイトについて他に適切な資
料が得られない場合は使用してよいこととしました（同
）。また，この機会に，投稿規定の日本語表記のおか
しな箇所を修正しました。英文の投稿規定についても，
上記の改正内容に合わせた修正を行っております。
いわゆる利害関係（con‰icts of interest）の開示につい

ては様々なレベルがあり，どこまで行うべきかの判断が
現時点では難しく，元の規定のままとしました（第 7項
11）。他の学会誌の対応を見ながら，引き続き検討して
行きたいと思います。この件に関してご意見がありまし
たら，編集委員会までお寄せいただくようお願いいたし
ます。 （小林廉毅）


